
夏の東京五輪 中止の決断を首相に求める 

 

 やっと朝日新聞が今朝 26 日の社説で、東京五輪中止の決断を首相に求めた。毎日を

はじめ他紙も態度を明らかにしてらいたい。社説を抜粋して紹介する。 

 

新型コロナウイルスの感染拡大は止まらず、東京都などに出されている緊急事態宣言

の再延長は避けられない情勢だ。 

この夏にその東京で五輪・パラリンピックを開くことが理にかなうとはとても思えな

い。人々の当然の疑問や懸念に向き合おうとせず、突き進む政府、都、五輪関係者らに

対する不信と反発は広がるばかりだ。冷静に、客観的に周囲の状況を見極め、今夏の開

催の中止を決断するよう菅首相に求める。 

驚くべき発言があった。国際オリンピック委員会(IOC)のコ―ツ副会長が先週、宣言

下でも五輪は開けるとの認識を記者会見で述べた。だが、ただ競技が無事成立すればよ

いという話ではない。国民の感覚とのずれは明らかで、明確な根拠を示さないまま「イ

エス」と言い切るその様子は、IOCの独善的な体質を改めて印象づける形となった。 

 選手をはじめ、五輪を目標に努力し、様々な準備をしてきた多くの人を考えれば、中

止はむろん避けたい。だが何より大切なのは、市民の生命であり、日々のくらしを支え、

成り立たせる基盤を維持することだ。五輪によってそれが脅かされるような事態を招い

てはならない。 

まず恐れるのは、言うまでもない、健康への脅威だ。この先、感染の拡大が落ち着く

保証はなく、むしろ変異株の出現で警戒の度は強まっている。一般へのワクチン接種が

始まったものの対象は高齢者に限られ、集団免疫の状態をつくり出せるとしてもかなり

先だ。そこに選手と関係者で 9万を超す人が入国する。無観客にしたとしても、ボラン

ティアを含めると十数万規模の人間が集まり、活動し、終わればそれぞれの国や地元に

戻る。世界からウイルスが入りこみ、また各地に散っていく可能性は拭えない。IOC

や組織委員会は「検査と隔離」で対応するといい、この方式で多くの国際大会が開かれ

てきた実績を強調する。しかし五輪は規模がまるで違う。 

人々が活動を制限され困難を強いられるなか、それでも五輪を開く意義はどこにある

のか。社説は、政府、都、組織委に説明するよう重ねて訴えたが、腑に落ちる答えはな

かった。それどころか誘致時に唱えた復興五輪・コンパクト五輪のめっきがはがれ、「コ

ロナに打ち勝った証し」も消えた今、五輪は政権を維持し、選挙に臨むための道具にな

りつつある。国民の声がどうあろうが、首相は開催する意向だと伝えられる。 

そもそも五輪とは何か。社会に分断を残し、万人に祝福されない祭典を強行したとき、

何を得て、何を失うか。首相はよくよく考えねばならない。小池百合子都知事や橋本聖

子会長ら組織委の幹部も同様である。 

                             (2021年 5月 26日) 


